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　１．調査の背景：精神障がい者とその 
　　　他（発達障がい者等）の新規求職 
　　　申込件数が伸びている
　障がい者（障がい者手帳所持者）の割合は、全国
民のおよそ7.6％（厚生労働省「（令和元年版）障害
者白書」）、大阪府民のおよそ6.4％（大阪府福祉部
「第４次大阪府障がい者計画（後期計画）」）に相
当し、その数は増加傾向にあります。
　障がい者の数の増加、また、障害者雇用促進法の
施行に伴い、全国の民間企業の雇用障がい者数と実
雇用率は、毎年、過去最高を更新しています。2018
年度の大阪府の精神障がい者とその他（発達障がい
者等）の新規求職者数は、それぞれ前年度比7.7％、
8.1％増加し（身体障がい者や知的障がい者は前年度
より減少）（大阪労働局「平成30年度 大阪労働局統
計年報（安定所別障害者職業紹介状況）」）、将来
推計でも障がい者の数が増加していく見通しである
ことから（大阪府福祉部[2018]「第４次大阪府障がい
者計画（後期計画）」）、就職率を高め雇用数を増
やすことが求められています。
　一方、精神障がい者・発達障がい者の雇用には課
題等もあり、職業的課題や障がい特性と配慮事項な
どを理解した対応が求められますが、大きな課題
は、障がい者に適した仕事があるかどうか分からな
いこと、障がい者を雇用するイメージやノウハウが
ないことなどで（厚生労働省「平成30年度障害者雇
用実態調査」）、精神障がい者・発達障がい者の雇
用に手探りで取り組む企業も多く、積極的に雇用し
たいという意向を持つ企業は限定的であるのが現状
です。

　２．法定雇用率達成企業のうち精神障 
　　　がい者・発達障がい者を雇用する 
　　　企業は16.3％にとどまる　
　以下では、アンケート調査（※）の結果などをも
とに、大阪府内の中小企業における障がい者の雇用

の現状をみていきます。

　障がい者の雇用は、企業全体に広がっているわ
けではなく、法定雇用率の対象で算定基礎になる
常用労働者が45.5人以上100人以下の4,066社のう
ち、54.2％（2,205社）が障がい者を雇用しておら
ず、法定雇用率2.2％以上で雇用しているのは892社
（21.9％）にとどまります。アンケート調査の結
果（258社が回答）では、法定雇用率達成企業のう
ち、身体障がい者を雇用する企業が82.6％であるの
に対し、精神障がい者を雇用する企業は15.1％、発
達障がい者を雇用する企業は3.5％にとどまります。
精神障がい者や発達障がい者を雇用する企業は、回
答企業の16.3％（42社）にとどまり、このうち、精
神障がい者や発達障がい者のみを雇用する企業は６
社と少なく、身体障がい者や知的障がい者を含む複
数の障がい種別で雇用する企業が多いです。
　また、障がい者の職場定着は容易とはいえず、
2018年６月１日時点に法定雇用率2.2％以上で障がい
者を雇用していた258社のうち、2019年６月１日現
在は雇用していない企業が14社あり、１年のうちに
障がい者が離職した企業もあります。精神障がい者
や発達障がい者の雇用を広げる余地は大きく、職場
定着も課題といえます。
　精神障がい者・発達障がい者を雇用している企業
の合理的配慮や雇用・定着・活躍の取組みで実施割
合が最も高いのは、「障がい特性や共に働く上で必
要な配慮等の社内の理解の促進」や「障がいの程度
に応じた仕事の付与」ですが、それぞれ68.3％にと
どまります。「出勤日数・勤務時間面での配慮（短
時間勤務など）」や「仕事や作業の手順、段取り、
優先順位の明確な指示」に取り組む企業は約４割か
ら半数程度で、日々の業務管理や雇用管理面の取
組みを拡充する余地は大きいです。「採用及び入社
後のサポートをするスタッフの配置、組織の設置」
といった社内体制の整備、「就労支援機関と連携」
「職場見学・職場実習」「家族・保護者と連携」な
ど外部と連携している割合は３割前後、「仕事の開
拓」に取り組む企業は12.2％、「能力向上」に取り
組めている企業は22.0％と低く、雇用後の定着に重
要だと考えられることに十分に取り組めていないと
いえます。

※アンケート調査｢精神･発達障がい者の雇用と活躍に向けた貴
社の取組み｣を実施（大阪労働局が保有する「（平成30年6月
1日現在）大阪府内障害者雇用状況報告提出企業一覧」に掲
載されている企業から、障がい者雇用の算定基礎労働者数
45.5人以上100人以下の企業4,066社のうち、法定雇用率2.2％以
上で障がい者を雇用する企業736社（営利企業のみ）を対象
に実施し、258社が回答。有効回答率35.1％）。

表１　ハローワークを通じた障がい者の
職業紹介状況（2018年度・大阪府）
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　３．障がい者雇用企業は、試行錯誤を 
　　　重ねつつ、｢社内理解促進・雇用｣ 
　　　→｢業務配置｣→｢社内環境整備｣→ 
　　　｢定着｣のサイクルを回している
　精神障がい者・発達障がい者を雇用する企業の取
組みから以下のようなポイントがみられます。第一
に、雇用前に職場体験・職場実習やトライアル雇用
に取り組み、過度な先入観を持たずに本人と向き
合っています。また、障がい者の雇用を経営方針や
経営戦略に照らして考えていく上で、関係機関との
連携が有効だと考えています。
　第二に、精神障がい者・発達障がい者は、短時間
労働から働き始めて徐々に時間を増やしていくケー
スが多いですが、無理のない業務や画一的な業務に
とどまるだけでは定着が難しいケースもあり、業務
の幅を少しずつ広げたり本人の特性や希望を活かす
ことで、ステップアップやキャリア形成を図ってい
く必要もあります。チームで業務を遂行するケース
も多く、ステップアップ（例：職務や仕事の幅を広
げる、リーダー的役割を担う、管理職に登用される
など）に向けて、障がい者のそれまでの実績と今後
の可能性を客観的に把握し、日々の雇用管理の取組
みを障がい者にも広げ、適用していける可能性を追
求しています。
　第三に、周囲の理解を全社に広げていく上で、周
囲との調整役が複数名存在し、問題意識や行動など
の対応を共有することが可能になり、問題などが生
じた際のリカバリーが行いやすくなり、体調や精神
状態の日々の確認やコミュニケーションの幅を広げ
ています。また、各人の経験値に依存するだけでは
なく、障がいや障がい者の理解を進めやすいツール
（外部研修への参加、社内での集合型講座、動画や
ウェブ視聴など）を活用して、社内の共通の理解を
進めようとしています。
　第四に、はじめて雇用した段階では離職者が出た
り雇用後の社内の理解が十分に進まないなどの失敗
や試行錯誤を重ねていますが、その経験を成功につ
なげる発想を持ち、状況の変化への迅速な対応や関

係機関との連携などに取組みを広げ、「障がいと障
がい者雇用の認識・理解→障がい者の承認→障がい
者の能力伸長」のサイクルを回すことで少しずつ定
着への効果がみられます。例えば、月１回の面談を
重ねることで、日々の体調の変化や働き方や仕事の
内容だけでなく、業務遂行や職場環境の改善点のよ
うな具体的な提案や工夫などを話すようになった
ケースもあります。

　４．おわりに：自助努力と関係機関と 
　　　の連携が大切
　精神障がい者・発達障がい者の雇用・活躍に向け
て企業の自助努力と依存できる関係先が多いほど、
雇用と定着の可能性が高まると考えられます。企業
と障がい者のコミュニケーションを通して、障がい
者の参画意識を醸成するとともに、障がい者の側
も、自分らしく働ける環境を創造できることが大切
です。
　また、企業は、適切な支援（施策、支援機関や人
材など外部資源）を選び取って連携し活用していく
ことも求められています。

　報告書冊子【大阪府商工労働部[2020]「中小企業における精
神障がい者・発達障がい者の雇用・定着のポイントに関する調
査」（資料No.180）】は、大阪府府政情報センターにおいて閲
覧・購入いただけます。
●大阪府府政情報センター
　大阪市中央区大手前2丁目　大阪府庁本館５階
　ＴＥＬ：０６－６９４４－８３７１
　http://www.pref.osaka.lg.jp/johokokai/jigyo3/kankobutu.html
　なお、報告書の内容（全文）は、大阪産業経済リサーチ＆デ 
　ザインセンターのウェブサイトからご覧いただけます。
●大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター
　http://www.pref.osaka.jp/aid/sangyou/index.html

大阪府障がい者雇用促進センター／大阪府障害者等の雇用の促
進等と就労の支援に関する条例(愛称：ハートフル条例)／ハー
トフル税制／大阪ハートフル基金（正式名称：障害者雇用促進
基金）／大阪府障がい者サポートカンパニー制度／大阪府ハー
トフル企業顕彰制度／人事担当者のための精神・発達障がい者
雇用アドバンス研修事業／精神・発達障がい者を中心とした職
場体験受入れマッチング支援事業／大阪府作成「雇用管理ツー
ル」普及・啓発／障がい者企業面接会

表２　精神障がい者・発達障がい者に対する
合理的配慮や雇用･定着･活躍への取組み状況

表３　精神障がい者・発達障がい者の
雇用でのポイント

参考　大阪府の障がい者の雇用施策例
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